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1.  平成23年2月期の連結業績（平成22年3月1日～平成23年2月28日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年2月期 45,694 △6.6 870 △49.9 988 △45.4 520 △40.3

22年2月期 48,946 △9.8 1,738 △48.7 1,810 △49.1 871 △54.7

（注）包括利益 23年2月期 ―百万円 （―％） 22年2月期 ―百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年2月期 52.76 ― 2.0 2.3 1.9
22年2月期 88.41 88.36 3.4 4.2 3.6

（参考） 持分法投資損益 23年2月期  ―百万円 22年2月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年2月期 42,064 25,858 61.5 2,621.76
22年2月期 42,892 25,773 60.1 2,612.43

（参考） 自己資本   23年2月期  25,858百万円 22年2月期  25,767百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年2月期 1,463 △1,771 △308 13,574
22年2月期 1,681 △2,486 △331 14,251

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年2月期 ― 0.00 ― 30.00 30.00 295 33.9 1.2
23年2月期 ― 0.00 ― 30.00 30.00 295 56.9 1.1

24年2月期(予想) ― 0.00 ― 30.00 30.00 53.1

3.  平成24年2月期の連結業績予想（平成23年3月1日～平成24年2月29日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 21,358 △3.1 7 △93.3 55 △70.3 26 △61.2 2.65
通期 46,069 0.8 877 0.8 969 △1.9 557 7.1 56.50
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）詳細は、20ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、31ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有

② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年2月期 10,043,500 株 22年2月期 10,043,500 株

② 期末自己株式数 23年2月期 180,306 株 22年2月期 180,179 株

③ 期中平均株式数 23年2月期 ― 株 22年2月期 ― 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年2月期の個別業績（平成22年3月1日～平成23年2月28日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年2月期 45,474 △6.7 910 △48.9 1,035 △44.5 624 △27.5

22年2月期 48,731 △9.7 1,783 △48.6 1,867 △48.6 861 △52.9

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年2月期 63.29 ―

22年2月期 87.31 87.26

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年2月期 42,492 26,376 62.1 2,674.27
22年2月期 43,081 26,064 60.5 2,642.00

（参考） 自己資本 23年2月期  26,376百万円 22年2月期  26,058百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
－ 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
当資料に記載の業績見通しは、現在入手している情報による判断及び仮定に基づいたものであり、リスクや不確実性を含んでおります。実際の業績等は、今後
様々な不確定要因により大きく異なる可能性があります。なお、業績予想に関する事項につきましては、３ページ「１.経営成績（１）経営成績に関する分析」をご
参照ください。 
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(1）経営成績に関する分析 

当連結会計年度におけるわが国の経済は、アジア圏の新興国の需要を取り込んだ輸出関連業種においては、円高の

進行などにより不安定ではありましたが、全般的に業績改善傾向が見られました。しかし、デフレの長期化などで国

内企業においては収益面で厳しい状況が続いています。また政局も不透明さを増す中、雇用不安は根強く、所得低迷

は長期化し、消費の回復力も弱い状況が続き、流通業を取り巻く環境は厳しい状況にありました。 

このような状況の中、当社グループは、今期よりスタートした中期経営計画に則り、「顧客との長期的な関係構

築」、「1000万人で未来を変える」プロジェクト、「新事業モデルの開発」などを推進してまいりました。 

「顧客との長期的な関係構築」においては、前期より商品開発の強化を行ってきました「長期予約・お届け型商

品」を拡大し、平成23年２月現在で約17.7万口と、前期末からは３万口の増加となりました。これらの拡大は、当期

においての休止顧客を抑制し、顧客継続率において、前期と比べ0.8ポイント改善されております。 

また、「1000万人で未来を変える」プロジェクトの一環として始まった「HAPPY CAPSチャリティチケット」は、多

くの方の賛同を得ており、顧客との関係構築が進み、顧客継続率の改善に繋がっています。 

顧客数に関しては、中長期的な観点から強化したWeb・モバイルからの獲得やダイレクトメールからの顧客獲得

は、前期を上回りました。特にモバイルについては、アクセスできる商品情報を拡大したことと、コンテンツを充実

したことで前期から大きく伸張しております。ただし、書店・コンビニエンスストアからの獲得が前期を下回ったこ

とで、新規顧客並びに休眠顧客の総獲得数は前期に比べて減少しました。顧客継続率が改善されたことで、長期的な

継続顧客数は増加したものの延べ顧客数は前期に比べて減少しました。 

「Web・モバイルの積極的な活用」については、フェリシモサイトへの誘導を目的とした販売促進などを実施し、

前述の顧客獲得策だけでなく、顧客とのコミュニケーションの拡大を強化したことで、Web受注率は平成23年２月現

在で54.2％となり、前期比で1.6ポイントの増加となりました。  

顧客の購入単価については、年間を通じて衣料品の売上げが減少したことと、生活関連商品では長期的な顧客との

関係作りのため、戦略的に低価格商品へシフトしたことで商品単価が低下し、一件当たりの購入単価は前期に比べ低

下しました。  

これらの活動の結果、当連結会計年度における当社グループの売上高は、45,694百万円（前期比 6.6％減）とな

りました。季節商品の処分策を効率的に行い値引きを抑えたことで売上原価率は改善されました。売上高が減少した

ことで、返品調整引当金繰入額及び戻入額調整後の売上総利益は、24,141百万円（前期比 6.3％減）となりまし

た。 

売上高を品目別にみますと、今期より成長市場と位置づけた40代の女性向けファッションカタログ『andMyera(ア

ンドマイラ）』は、前期に引き続き売上げを伸ばしましたが、その他の婦人衣料品やこども衣料品、身の回り品等の

売上げが減少し、服飾・服飾雑貨分野全体では売上高は減少しました。生活関連分野では、環境配慮型生活用品を扱

った『ecolor（エコラ）』、食品分野等が伸びたことと、「長期予約・お届け型商品」の受注が好調だったことで、

生活関連全体では売上高は前期を上回りました。 

販売費及び一般管理費につきましては、情報システムの新規稼動により、設備費が増加しましたが、延べ購入顧客

数が減少したことで、配送関連費用と広告費は減少しました。その結果、販売費及び一般管理費は23,271百万円（前

期比 3.2％減）となり、営業利益は870百万円（前期比 49.9％減）となりました。 

営業外損益では、受取利息等の営業外収益195百万円に対し、為替差損等の営業外費用77百万円となり、経常利益

は988百万円（前期比 45.4％減）となりました。税金等調整前当期純利益は965百万円（前期比 31.6％減）、当期

純利益は520百万円（前期比 40.3％減）となりました。 

（次期の見通し） 

次期につきましても当社グループは、高付加価値非価格競争構造を維持するため新たなキャラクターファッション

ブランドの投入や、長期継続型オリジナル商品の販売拡大を実施することにより、さらなる顧客との継続的な関係強

化を推進してまいります。また、従来のコレクション事業モデルに加え、新事業開発本部を設置し新事業モデルでの

拡大を計画しております。強い経営基盤の構築を目指し、広告費を含めた販売費及び一般管理費の効率化を図るこ

と、コレクションシステムの進化による顧客継続率を向上させることで販売コストの効率化を図ってまいります。 

平成24年２月期は、連結売上高で46,069百万円（前期比 0.8％増）、連結経常利益で969百万円（前期比 1.9％

減）、連結当期純利益で557百万円（前期比  7.1％増）を見込んでおります。   

売上高につきましては、３月に起きました東日本大震災による受注の落ち込み等の影響を、過去の阪神・淡路大震

災時の数値データと今回の影響範囲の大きさから見積り、反映させております。利益につきましては、売上総利益

率、販売費及び一般管理費比率を平成23年２月期と同程度と見込んでおります。 

  

１．経営成績

㈱フェリシモ（3396）平成23年２月期決算短信
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(2）財政状態に関する分析 

当連結会計年度末の資産は、42,064百万円となり、前連結会計年度末に比べ828百万円減少（1.9％減）いたしまし

た。これは主に売掛金が392百万円減少したこと及び固定資産の償却が進んだことによるものであります。 

負債につきましては16,205百万円となり、前連結会計年度末に比べ913百万円減少（5.3％減）いたしました。これ

は主に仕入債務が768百万円及び未払金が426百万円それぞれ減少したことによるものであります。 

純資産につきましては25,858百万円となり、前連結会計年度末に比べ85百万円増加（0.3％増）いたしました。こ

れは主に利益剰余金が224百万円増加したのに対し為替換算調整勘定が122百万円減少したことによるものでありま

す。 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、13,574百万円となり、前連結会計年

度末に比べ677百万円減少いたしました。 

  

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果増加した資金は1,463百万円（前期比 12.9％減）となりました。これは主に、税金等調整前当

期純利益を965百万円及び減価償却費を1,544百万円計上したのに対し、仕入債務の減少額744百万円となったこと

によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果減少した資金は1,771百万円（前期比 28.8％減）となりました。これは主に、無形固定資産の

取得による支出1,838百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果減少した資金は308百万円（前期比 6.8％減）となりました。これは主に、配当金の支払による

ものであります。 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

（注）１．各指標の算出は以下の算式を使用しております。 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

２．いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

３．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しています。 

４．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

５．有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてお

ります。   

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主の皆さまへの利益還元を重要な課題と認識いたしておりますが、一方で長期的な事業展開と財務安全

性のために必要な内部留保を確保しつつ、さらに業績動向を勘案し、安定した配当を継続実施することを基本方針と

しております。 

また、自己株式の取得に関しましては、株主の皆さまへの利益還元のため、弾力的な実施を検討してまいります。

なお、内部留保資金につきましては、今後予想される情報技術環境、事業環境の変化に対応すべく、有効投資して

まいります。 

当期の年間配当金は、１株当たり30円（期末配当）とさせていただく予定です。また次期の年間配当金につきまし

ては、１株当たり30円（期末配当）を見込んでおります。 

  

  19年２月期 20年２月期 21年２月期 22年２月期 23年２月期

自己資本比率（％）  52.7  55.0  57.7  60.1  61.5

時価ベースの自己資本比率（％）  73.0  37.1  34.5  27.2  24.2

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年）  0.2  0.0  0.0  0.0  0.0

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  77.1  457.3  4,926.1  3,592.4  9,383.7

㈱フェリシモ（3396）平成23年２月期決算短信
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(4）事業等のリスク 

以下において、当社グループの事業の状況及び経理の状況等に関する事項のうち、リスク要因となる可能性がある

と考えられる主な事項及びその他投資者の判断に重要な影響を及ぼすと考えられる事項を記載しております。当社グ

ループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針でありま

すが、当社の株式に関する投資判断は、本項及び本書中の本項以外の記載内容も併せて、慎重に検討した上で行われ

る必要があると考えております。 

なお、以下の記載のうち将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

① 通信販売市場の動向について 

当社グループは、一般生活者を顧客とした通信販売事業を行っております。当社グループでは国内の通信販売の

市場規模について、インターネットや携帯電話等モバイル端末の普及と情報技術の発達を背景としたeコマース市場

の寄与から拡大傾向にあるものと推測しておりますが、一方でカタログを媒体とした通信販売の市場規模は減少傾

向にあるものと推測しております。 

このような市場動向の中で当社グループでは、カタログの再編・活性化、eコマースへの取り組み等により収益の

拡大を図っておりますが、当社グループの施策が想定する効果をもたらさない場合、または既存事業者との競合、

新規事業者の参入、新たな販売モデルの出現等により生活者の消費動向が変化した場合には、当社グループの事業

及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 

また、当社グループの主な顧客は、20歳代から50歳代の女性となっており、これら顧客層の消費動向また消費低

迷による需要の落ち込み、長期的には少子化の状況は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

② 法的規制について 

当社グループは、国内の通信販売事業に売上高の大部分を依存しておりますが、当該事業は「特定商取引に関す

る法律」、「消費者契約法」、「不当景品類及び不当表示防止法」、「製造物責任法」、「下請代金支払遅延等防

止法」、「薬事法」等による法的規制を受けております。 

当社グループでは、管理体制の構築等によりこれら法令を遵守する体制を整備しておりますが、これらの法令に

違反する行為が行われた場合、法令の改正または新たな法令の制定が行われた場合には、当社グループの事業及び

業績に影響を及ぼす可能性があります。 

③ 新商品の開発及び新事業モデルについて  

当社グループは、カタログの発刊に合わせ、新商品を発売しております。当社グループでは、市場動向や対象顧

客のニーズ分析、流行予測等を参考にしつつ、特徴あるオリジナル商品の企画を行っておりますが、すべての商品

で顧客の支持を獲得できるとは限らず、商品企画の成否が業績に影響を及ぼします。当社グループが顧客ニーズや

流行の変化を十分に予想できなかった場合、オリジナル商品のコンセプト・商品の魅力が顧客に受け入れられなか

った場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

また、当社グループの商品の大部分は、従来からのコレクション事業モデルにより販売しておりますが、将来に

おいては商品の特徴に合わせ、また顧客へのサービス向上のため、Webとの連動も含めた新しい事業モデルによる注

文が増加することが予想されます。こうした新しい事業モデルの導入により、顧客の購買行動が変化し、当社が予

期しない受注動向の大きな変動があった場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

④ 商品の品質管理について 

当社グループが販売する商品の大部分はオリジナル商品であり、当社グループの商品開発部門とパートナー企業

が共同で商品企画を行い、パートナー企業で生産、品質管理を行っております。 

商品の安全性に関する社会の期待、関心は高まっており、当社グループにおいても、仕入に際しての品質基準の

見直しや、品質検査、適法検査等を強化し、安全な商品の供給に努めております。しかしながら、当社グループが

販売した商品に不具合等が発生した場合には、大規模な返品、製造物責任法に基づく損害賠償や対応費用の発生、

信用失墜等により、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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⑤ 需要予測に基づく仕入について 

当社グループが販売する商品の大部分はオリジナル商品であり需要予測の精度向上に努めておりますが、実際の

受注は天候その他様々な要因に左右されるため、実際の受注が需要予測を上回った場合には、追加仕入が受注スピ

ードに応じきれないケースもあり、販売機会を失ったり、他の受注商品と別に配送するための費用等が発生しま

す。さらには、顧客の信頼を失うこととなり、次回注文に影響する可能性もあります。また、実際の受注が需要予

測を下回った場合には、当社グループに過剰在庫が発生し、キャッシュ・フローへの影響や棚卸資産評価損が発生

する可能性があります。 

当社グループでは、受注に対し適時適量に商品を供給するため、需要予測精度の向上や、受注の変動にすばやく

対応できるサプライチェーンの構築を課題として取り組んでおりますが、当社グループの対応力を超え、大きな商

品供給不足が生じた場合、逆に新商品が販売不振で当初の需要予測を下回る場合、あるいは流行の変化や季節変

動、または消費の低迷等で生じる大きな需要収縮に対応しきれなかった場合には、当社グループの業績に影響を及

ぼす可能性があります。  

⑥ 返品について 

当社グループは、通信販売という販売形態をとっていることから、原則として理由の如何を問わず返品を受け入

れております。返品の受け入れにあたっては、返送品の処理、代替商品の配送等追加的な費用が発生することか

ら、当社グループの想定以上に返品が増加した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑦ 原材料市況等の影響について 

当社グループの事業においては、通信販売という特性上、カタログコストと顧客への配送コストの販売費に占め

る比率が高くなっております。今後、紙市況の影響によるカタログコストの変動、または原油市況の影響による配

送コストの変動があった場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑧ 物流拠点への業務機能の集約について 

当社グループは、国内唯一の物流拠点として神戸市に「エスパスフェリシモ」を保有しております。当社グルー

プでは、業務効率の向上を目的として、カタログの配送、受注から商品の納入、出荷、入金管理、顧客サービス並

びにそれらを管理する情報処理業務にいたるまでの一連の業務機能を当該物流拠点に集約しております。業務機能

の集約によるリスクについては十分に検討し、リスク回避の実施及びリスク発生時の対応体制の見直し等を行って

おりますが、万が一、当社グループの対応能力を超える大災害等が発生した場合は、当社グループの事業及び業績

に影響を及ぼす可能性があります。 

⑨ システムトラブルについて 

当社グループは、多くの業務をIT化しており、また業務の効率化、顧客へのサービス向上やWeb化への対応のため

システムの新規開発や改修、設備機器の導入や入替え等を継続的に行っております。これらシステムの変更に係る

管理、またシステムの運用保守及び情報のバックアップには万全を期しておりますが、万が一、大災害や予期せぬ

理由により大規模なシステム障害が発生した場合には、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

また、顧客からの注文についても、インターネットによるものが増加しており、インターネット網になんらかの

障害が発生した場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑩ カントリーリスクについて 

当社グループの取り扱う商品の多くは、主に中国を中心としたアジア地域において生産されております。また、

当社グループは、将来的な事業のグローバル化を視野に入れ、中国（香港、北京、上海）、米国（ニューヨーク）

に子会社を設立し、事業活動を行っております。従って、これら地域に関係する地政学的リスク、信用リスク、市

場リスクは、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑪ 為替変動及び商品市況について 

当社グループの取り扱う商品の多くは、主に中国を中心としたアジア地域において生産されており、仕入原価は

直接・間接的にそれらの国の為替変動による影響を受けております。為替変動リスクを軽減するために為替予約等

によるヘッジを行っておりますが、当社グループの想定を超えた為替変動があった場合には、当社グループの業績

に影響を及ぼす可能性があります。 

また、今後のアジア地域の経済情勢の変化により、これらの地域において現地で調達される原材料費や人件費等

が当社グループの想定を超えて変動した場合、当社グループが直接・間接的にこれらの地域から輸入している商品

の仕入原価に反映し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

通信販売の場合は、為替や市況の急激な変動により仕入原価が高騰した場合も、カタログの有効期間中は販売価

格への転嫁が難しく、そのような場合には当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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⑫ 個人情報保護について 

当社グループは、商品の販売に際して会員登録制をとっており、氏名、住所等の基本情報及び取引情報、決済情

報等、多くの個人情報を保有しております。当社グループは、個人情報保護を重要な経営課題と認識しており、個

人情報を厳正かつ厳重に管理しておりますが、個人情報の漏洩や個人情報保護法に抵触する事象が発生した場合に

は、損害賠償や対応費用の発生のみならず、当社グループに対する信用の低下等により、当社グループの事業及び

業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑬ 月次業績の特徴について 

当社グループは、一般生活者を顧客としており、その販売実績は季節や歳時等一般的な消費支出性向の影響を受

けます。また、傾向として、カタログを新しく発刊した場合、配布後１、２ヵ月で受注のピークを迎えるため、当

社グループの基幹カタログの発刊基本ローテーションに従い、売上高はカタログ発刊前に低くなる傾向がありま

す。一方、無料で配布するカタログにかかるコストは、当社は広告費として会計処理しており、撮影等の制作費は

カタログの配布開始月に一括して計上し、本体コストは配布時に計上するため、基幹カタログの発刊時には広告費

が高くなる傾向があります。このため当社グループの月次の営業損益は、カタログ発刊時期の影響を受ける可能性

があります。 

⑭ 自然災害、事故等について 

当社グループは、主に国内外の一般消費者を顧客とした通信販売事業を行っておりますが、国内外の一部地域ま

たは広域で地震や水害その他の自然災害や新型インフルエンザ等の感染症災害が発生した場合、また大規模な事故

等により物流や通信等の社会インフラに長期的に大きな影響を与えるような事態が生じた場合、あるいは資材の調

達や商品の生産が困難になった場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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  （注）１．芬理希梦(北京)商貿有限公司と北京幸福生活貿易有限公司は連携を図り、中国におけるインターネットを

通じた通信販売及び北京での店舗運営を行っております。 

２．Felissimo International Limitedと上海芬理希梦時装有限公司は、当社と連携を図り、日本及び香港・中

国における通信販売事業を行っております。 

３．Felissimo Universal Corporation of Americaは、今後は同社が所有する不動産（ビル）を、第三者へ賃

貸する不動産賃貸及びメンテナンスに関する事業を行うために現在準備を進めております。  

  

  

２．企業集団の状況

事業区分 会社名 主な事業内容 位置付け

通信販売 

事  業 

当社 日本国内における通信販売 ─── 

Felissimo International Limited 
通信販売事業における海外顧客へ

のマーケティング活動等 

連結子会社 

Felissimo Universal Corporation of America 
所有不動産の賃貸及びメンテナン

ス 

上海芬理希梦時装有限公司 衣料品の生産及び流通加工 

芬理希梦(北京)商貿有限公司 
中国における通信販売及び店舗運

営 

北京幸福生活貿易有限公司 
中国における通信販売及び店舗運

営 
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(1）会社の経営の基本方針 

経営理念の実践こそが真の経営目的であるとの認識のもと事業活動に取り組んでいます。経営理念である「しあわ

せ社会学の確立と実践」とは、事業活動を通じて永続的発展的なしあわせ社会を創造することを意味しています。 

「経営とは滔々と流れる歴史的時間軸と社会的空間軸の間に身を置きながら、より良い未来を創造するための持続

的かつ連帯的な営みである」と定義する当社の存在理由は存続自体や競争対応にあるのではなく、あるべき未来の創

出を行うことにあります。そのため、当社では理念主導型経営により積極的に取り組むべく、コーポレート・スタイ

ル・デザイン経営を推進しております。企業の志や熱き思いから生成したコーポレート・スタイル －様式や文化－ 

は企業活動に一貫性を付与し、その存在理由を明確にします。理念を共有する全国の生活者の方々と私たちの間には

物品売買の次元を超えた長期的継続的関係性が醸成され当社と社会の永続的発展の礎となっています。そのような基

盤の上に立脚する事業構造は当社の経営に高い安定性をもたらしています。また理念的差別化による高度な模倣困難

性は当社に独自優位型非価格競争構造の確立を実現し、高付加価値経営の実践を可能とする源泉となっています。以

上のような思考的枠組からさまざまな事業や商品が産み出されてきました。今後はそれらをベースとしながら、より

本質的な価値を提供するための事業モデルへと進化発展させてまいります。そのため中期経営計画を策定し、その実

現に向けた取り組みを進めてまいる所存です。 

(2）目標とする経営指標 

当社グループは、着実な成長と安定した収益の確保を目指しております。 

当社グループの目標とする経営指標としましては、平成25年２月期に、連結売上高47,728百万円、連結経常利益で

1,803百万円(経常利益率3.8％)の達成を目指しております。 

なお、平成22年４月９日に公表しました平成23年２月期からの中期経営計画は、初年度の進捗状況を受け、２年目

となる平成24年２月期及び最終年度となる平成25年２月期の計画値を修正しております。 

(3）中長期的な会社の経営戦略 

平成23年２月期からの中期経営計画(第46期－第48期)では、長期的関係性を持つ顧客の再構築、環境変化に機敏に

対応し永続的成長を支える力強い企業体質の構築の重要性を認識し、前者に対しては「提供価値構造の進化・革新に

よる事業構造の強化」を方針とし、重点テーマとして「顧客との長期継続的な関係構築に向けた提供価値構造の進

化・革新」、「長期継続的関係をもつ顧客数の拡大」を掲げ、後者に対しては「永続的発展のための経営構造の進

化」を方針とし、重点テーマとして「収益構造の強化・生産性向上」、「長期的視点での新しい成長事業の育成」、

「マネジメントシステムの進化」を掲げ、それぞれの重点テーマに対して取り組みを始めております。 

初年度の取り組み状況は、「顧客との長期継続的な関係構築に向けた提供価値構造の進化・革新」における「1000

万人で未来を変える」プロジェクトについては、Webサイト「1000万人で未来を変える」を開設し、世界のこどもた

ちに笑顔を、美しい地球の未来を守る、暮らしをもっと楽しく、自立を応援するという４つのメニューを立て、19の

活動を企画し参加を呼びかけています。お客さまを消費者としてではなく、生活創造者として位置づけ、オーソリテ

ィー、ビジネスパートナーと共に価値共創ネットワークの構築を目指しています。 

「コレクション事業モデルの強化」については、「500色の色えんぴつ」シリーズをはじめ、長期購入予約型商品

及び年間予約型商品の開発強化、ラインナップの拡充、販売強化を実施した結果、長期継続型のコレクションの購入

比率が増加し、休止顧客が抑制され、顧客継続率が改善されました。今後についても顧客との長期的な関係性強化を

図ってまいります。 

新事業モデル「しあわせ生活プログラム」の開発につきましては、複数の企画を立ち上げテストを実施した結果、

毎日の暮らしや家事を便利にするための家事サポートサービスを新事業として展開することとしています。さらに、

新事業開発本部「しあわせ生活プログラム部」を新設し、有形商品と無形商品の組み合わせによる提供価値の高次化

を目指す「しあわせ生活プログラム」の開発を推進する組織体制を設置いたしました。 

 次に、「長期継続的関係をもつ顧客数の拡大」につきましては、現在の継続顧客とのさらなる長期継続的関係性の

構築を重視し、コレクションの楽しさを啓蒙する12ヶ月間の毎月連続プレゼントなどによる高単価・継続購入の促

進、また新規顧客の獲得につきましても長期継続的関係性を前提とした獲得に注力し、「初回お試し」によるトライ

アル購入の促進や、複数で申し込むとお得になる「とも割り」など多様なコレクションの顧客獲得手法を展開してま

いりました。「購入単価維持・向上」につきましても、３人で申し込むとお得になる「仲間割り」などのグループで

購入する施策の強化、複数のコレクションを組み合わせて購入するとお得になる「セット割り」などの１人当たりの

購入点数・金額増を狙った各種施策を実施してまいりました。 

「Webの活用」につきましては、単なる受注ツールという位置づけではなく、当社の事業モデルを100％Webベース

で展開すべく総合インフラとしての機能の整備を進めており、コンテンツの投入量及び投入頻度の向上、インターフ

ェースの改善を実施しております。またスマートフォン、タブレット型端末などの新しいデバイスへの対応、他のネ

ットワークと連携した顧客獲得チャネルの開発も顧客接点の多様化という観点から実施いたしました。 

「長期継続的関係をもつ対象市場の拡大」につきましては、顧客の加齢により増大する45歳以上の顧客に対応すべ

く、企画開発及び販売強化、さらに休眠顧客へのアプローチなどにおいてマーケティング活動を強化しており、対象

３．経営方針
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ブランド「andMyera(アンドマイラ)」の実績は好調に推移しております。 

「中核事業の基盤強化」につきましては、従来の事業ブランド体系の見直しを実施しております。今後はコレクシ

ョン事業及びしあわせ生活プログラムを中核事業と位置付けるとともに、中核事業のブランディングを強化していく

べく準備をすすめております。また、中核事業を支える情報基盤としましては、基幹情報システムの再構築を推進し

ております。 

「長期的視点での新しい成長事業の育成」については、新事業開発本部を新設し、食生活文化創造部、新市場創造

部、しあわせ生活プログラム部を置き、長期的な企業の永続性の観点から、新しい成長事業の開発を推進してまいり

ます。食生活文化創造部におきましては、食品領域の新ビジネスモデル構築を課題とし準備を進めております。新市

場創造部は、コレクションとは別の購買習慣により成り立つ新市場の創造に取り組んでまいります。しあわせ生活プ

ログラム開発部は、有形商品と無形商品の組み合わせによる提供価値の高次化を目指す「しあわせ生活プログラム」

の開発に取り組んでまいります。 

「マネジメントシステムの進化」につきましては、従業員の発達支援強化については、活性化された組織づくりを

目指し、「フェリシモ発達人事制度」の導入についてテスト運用を行い、本格導入に向けて調整を実施するととも

に、教育プログラムなどの関連制度についても順次整備しております。また、諸制度の変化への対応につきまして

は、国際財務報告基準(IFRS)の導入に向けて対応準備を進めております。 

以上が主な初年度の取り組み状況の概要となり、今後につきましても引き続き、次項(4)に示す各課題に取り組ん

でまいります。 

（4）会社の対処すべき課題 

①提供価値構造の進化・革新による事業構造の強化 

(イ) 顧客との長期継続的な関係構築に向けた提供価値構造の進化・革新 

a.「1000万人で未来を変える」プロジェクト 

このプロジェクトは、当社の理念「ともにしあわせになるしあわせ」を直接的に具現化する活動であり、お

客さまを消費者ではなく生活創造者として位置づけ、より良い人生・生活・人間関係・社会でありたいという

想いを共有し、実現に向けて価値共創する「生活者・オーソリティー・ビジネスパートナーのネットワーク」

を構築し実現してまいります。 

b.新事業モデル「しあわせ生活プログラム」の開発 

この「しあわせ生活プログラム」は、生活者の人生・生活・人間関係・社会という「関心領域」における

様々な課題の解決や想いの実現を提供する事業モデルであります。この事業モデルにおける個々のプログラム

は、必要な商材、情報及びサービスを編集し、複合商品として生活者に同時・継続的に提供することで、課題

解決や想いの実現へ導くように組み立てられた新しい価値構造を持った商品であります。  

また、この事業モデルは、従来のコレクション事業モデルとは異なり、新しいタイプの事業モデルへ発展す

る可能性を持っております。 

c.コレクション事業モデルの強化 

当社の実施してきたコレクション事業モデルの商品について、コレクションコンセプトの強化、長期購入予

約型商品及び年間予約型商品のラインナップを拡充し、継続力の強化を図ってまいります。また、顧客との継

続的な関係構築を目的としたプロモーションやコミュニケーションを併せて実施し、コレクション事業モデル

の強化に取り組んでまいります。 

(ロ) 長期継続的関係をもつ顧客数の拡大 

a.長期継続顧客を優先する販売及びプロモーションの強化 

長期購入予約型商品、年間予約型商品及びコレクションコンセプトの強化されたコレクション商品や新事業

モデル「しあわせ生活プログラム」の販売及びプロモーションを重点的に実施し、長期継続関係のある顧客数

の拡充を図ってまいります。 

b.顧客接点の多様化と対象市場の拡大 

新規顧客の拡大について、従来のメディア・チャネルに加えて、既存顧客を通じた顧客拡大、職域販売ルー

トの開拓、集団・団体との提携販売等の顧客と出会う接点の多様化を図ると共に、購入方法やプロモーション

の多様化を図り新規顧客の獲得を推進してまいります。また、コレクション事業モデルをグローバルに展開

し、中国をはじめとするアジア地域への進出を計画しております。 

c.総合インフラとしてのWeb機能の強化 

Webを単なる受注ツールという位置付けではなく、総合的な事業インフラへと機能を進化させ、当社の事業モ

デルを100％Webベースで展開するべく機能の整備を実施してまいります。 

d.中核事業の基盤強化 

従来の事業ブランド体系を見直し、コレクション事業モデル及び新事業モデル「しあわせ生活プログラム」

を当社の中核事業として位置付けると共に、ブランディング活動を強化してまいります。また、注文以降のス

テップにおけるお客さま向けのサービスの改善等の基本サービスの充実を図ってまいります。  
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②永続的発展のための経営構造の進化 

(イ) 収益構造の強化 

管理会計の整備によるコスト構造の見える化と生産性向上に向けた業務のPDCAサイクルを実施してまいります。

また、バリューチェーンの活動ごとのコスト構造を明確にし、固定費の変動費化及びコストの削減を実施してまい

ります。さらに、高額投資の発生するIT投資に関しては、IT戦略企画室を新設しIT企画機能の強化を図り、情報シ

ステムの全体最適化、投資効率の向上を実施してまいります。これらの施策により長期継続的関係のある顧客の獲

得・拡充に向けた価格政策を適正な利益を確保しつつ柔軟に展開できる収益構造を実現してまいります。 

(ロ) 長期的視点での新しい成長事業の育成 

長期的な企業の永続性の観点から、新事業モデル「しあわせ生活プログラム」の開発に加えて、新しい成長事業

の開発に取り組んでまいります。現在、haco.事業をベースにしたファッション領域における新事業とマーケット

プレース事業をベースにした食品領域における新事業の構築を準備しております。また、これらの現在予定されて

いる新事業を含めて、事業開発から育成までのプロセスを整備し、計画的な事業開発を実施してまいります。 

(ハ) マネジメントシステムの進化 

企業は人であるという認識に立ち、「フェリシモ発達人事制度」をはじめ各種マネジメント制度を改革し、人材

の獲得・育成を行うなど中長期経営計画を推進する組織の活性化に努めてまいります。 

また、J-SOX、国際財務報告基準（IFRS）など各種法律・制度(会計制度)に的確に対応し、迅速かつ正確に財務

情報を把握し開示することで、上場企業としての責務を全うしてまいります。 
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年２月28日) 

当連結会計年度 
(平成23年２月28日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,271 11,884

売掛金 5,019 4,626

有価証券 2,401 1,605

信託受益権 2,080 2,244

商品 4,530 4,639

貯蔵品 188 212

繰延税金資産 618 603

その他 354 426

貸倒引当金 △65 △69

流動資産合計 26,398 26,174

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 6,065 5,300

減価償却累計額 △3,102 △3,116

建物及び構築物（純額） 2,962 2,183

機械装置及び運搬具 3,002 2,999

減価償却累計額 △2,588 △2,651

機械装置及び運搬具（純額） 414 348

工具、器具及び備品 1,310 1,260

減価償却累計額 △514 △794

工具、器具及び備品（純額） 795 466

土地 4,259 3,984

リース資産 － 36

減価償却累計額 － △0

リース資産（純額） － 35

建設仮勘定 18 42

有形固定資産合計 8,449 7,060

無形固定資産   

ソフトウエア 2,733 2,313

その他 847 2,072

無形固定資産合計 3,581 4,386

投資その他の資産   

投資有価証券 3,155 2,332

繰延税金資産 979 1,035

その他 385 1,132

貸倒引当金 △58 △58

投資その他の資産合計 4,462 4,442

固定資産合計 16,493 15,889

資産合計 42,892 42,064
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年２月28日) 

当連結会計年度 
(平成23年２月28日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※2  2,078 2,045

支払信託 ※2  9,230 8,494

未払金 2,113 1,686

リース債務 － 4

未払法人税等 240 377

未払消費税等 － 24

売上値引引当金 35 46

返品調整引当金 185 181

販売促進引当金 363 333

賞与引当金 144 145

その他 446 413

流動負債合計 14,838 13,753

固定負債   

リース債務 － 32

退職給付引当金 1,953 2,091

その他 327 327

固定負債合計 2,281 2,452

負債合計 17,119 16,205

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,868 1,868

資本剰余金 4,842 4,842

利益剰余金 19,856 20,081

自己株式 △385 △385

株主資本合計 26,182 26,406

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 12 2

繰延ヘッジ損益 △4 △4

為替換算調整勘定 △423 △545

評価・換算差額等合計 △415 △547

新株予約権 6 －

純資産合計 25,773 25,858

負債純資産合計 42,892 42,064
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（２）連結損益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

売上高 48,946 45,694

売上原価 ※1  23,167 ※1  21,556

売上総利益 25,778 24,138

返品調整引当金戻入額 183 185

返品調整引当金繰入額 185 181

差引売上総利益 25,776 24,141

販売費及び一般管理費 ※2  24,038 ※2  23,271

営業利益 1,738 870

営業外収益   

受取利息 63 36

受取補償金 30 53

預り金精算益 9 15

信託受益権運用益 17 19

その他 52 69

営業外収益合計 173 195

営業外費用   

支払利息 0 0

為替差損 91 76

その他 9 1

営業外費用合計 100 77

経常利益 1,810 988

特別利益   

貸倒引当金戻入額 1 －

特別利益合計 1 －

特別損失   

固定資産除却損 ※3  130 ※3  22

貸倒引当金繰入額 － 0

たな卸資産評価損 271 －

特別損失合計 401 22

税金等調整前当期純利益 1,410 965

法人税、住民税及び事業税 589 480

法人税等調整額 △50 △35

法人税等合計 538 444

当期純利益 871 520
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,868 1,868

当期変動額   

新株の発行 0 －

当期変動額合計 0 －

当期末残高 1,868 1,868

資本剰余金   

前期末残高 4,842 4,842

当期変動額   

新株の発行 0 －

当期変動額合計 0 －

当期末残高 4,842 4,842

利益剰余金   

前期末残高 19,280 19,856

当期変動額   

剰余金の配当 △295 △295

当期純利益 871 520

当期変動額合計 576 224

当期末残高 19,856 20,081

自己株式   

前期末残高 △385 △385

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △385 △385

株主資本合計   

前期末残高 25,605 26,182

当期変動額   

新株の発行 0 －

剰余金の配当 △295 △295

当期純利益 871 520

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 576 224

当期末残高 26,182 26,406
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 10 12

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2 △10

当期変動額合計 2 △10

当期末残高 12 2

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △10 △4

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 5 0

当期変動額合計 5 0

当期末残高 △4 △4

為替換算調整勘定   

前期末残高 △325 △423

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △97 △122

当期変動額合計 △97 △122

当期末残高 △423 △545

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △325 △415

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △90 △132

当期変動額合計 △90 △132

当期末残高 △415 △547

新株予約権   

前期末残高 6 6

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － △6

当期変動額合計 － △6

当期末残高 6 －
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

純資産合計   

前期末残高 25,286 25,773

当期変動額   

新株の発行 0 －

剰余金の配当 △295 △295

当期純利益 871 520

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △90 △138

当期変動額合計 486 85

当期末残高 25,773 25,858
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,410 965

減価償却費 1,247 1,544

固定資産除却損 130 22

貸倒引当金の増減額（△は減少） △28 3

売上値引引当金の増減額（△は減少） 25 11

返品調整引当金の増減額（△は減少） 2 △3

販売促進引当金の増減額（△は減少） △101 △29

賞与引当金の増減額（△は減少） △0 0

退職給付引当金の増減額（△は減少） 89 138

受取利息及び受取配当金 △63 △36

支払利息 0 0

為替差損益（△は益） 0 1

売上債権の増減額（△は増加） △40 386

たな卸資産の増減額（△は増加） 925 △138

仕入債務の増減額（△は減少） △788 △744

未払金の増減額（△は減少） △40 △304

未払消費税等の増減額（△は減少） △100 24

その他 40 △85

小計 2,708 1,755

利息及び配当金の受取額 68 52

利息の支払額 △0 △0

法人税等の支払額 △1,095 △343

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,681 1,463

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △603

定期預金の払戻による収入 750 45

有価証券の償還による収入 1,500 1,500

有形固定資産の取得による支出 △637 △63

無形固定資産の取得による支出 △1,822 △1,838

投資有価証券の取得による支出 △2,283 △813

その他 6 1

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,486 △1,771

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △35 △12

自己株式の取得による支出 △0 －

配当金の支払額 △296 △295

その他 0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △331 △308

現金及び現金同等物に係る換算差額 △35 △61
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,172 △677

現金及び現金同等物の期首残高 15,423 14,251

現金及び現金同等物の期末残高 ※  14,251 ※  13,574
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 該当事項はありません。  

   

  

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度

（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 ５社 

主要な連結子会社の名称 

Felissimo International  

Limited 

Felissimo Universal Corporation  

of America 

上海芬理希梦時装有限公司 

芬理希梦(北京)商貿有限公司 

北京幸福生活貿易有限公司 

同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

 持分法適用の非連結子会社及び関連会社

はありません。 

同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうち上海芬理希梦時装有限

公司、芬理希梦(北京)商貿有限公司及び北

京幸福生活貿易有限公司の決算日は、12月

31日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たっては、連結

決算日との差は３ヵ月以内であるため同決

算日現在の財務諸表を使用しております。

ただし、連結決算日までの期間に発生した

重要な取引については、連結上必要な調整

を行っております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

(イ)満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

イ 有価証券 

(イ)       ────── 

  

  (ロ)その他有価証券 

  時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法に

より算定) 

(ロ)その他有価証券 

  時価のあるもの 

同左 

      時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

    時価のないもの 

同左 

  ロ デリバティブ 

時価法 

ロ デリバティブ 

同左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

  ハ たな卸資産 ハ たな卸資産 

  商品 

 主として移動平均法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法） 

商品 

 主として移動平均法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法） 

  （会計方針の変更） 

 当連結会計年度より「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計基準

第９号 平成18年７月５日公表分）を

適用しております。 

なお、同会計基準の適用にあたって

は、期首在庫の評価から適用したとみ

なし、期首在庫に含まれる変更差額

（271百万円）を「たな卸資産評価

損」として特別損失に計上しておりま

す。 

 これにより、売上総利益、差引売上

総利益、営業利益及び経常利益は、12

百万円、税金等調整前当期純利益は、

283百万円それぞれ減少しておりま

す。 

  

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産（リース資産を除く） 

 当社は、定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については定額法）を、ま

た、在外連結子会社は定額法を採用して

おります。 

イ 有形固定資産（リース資産を除く） 

 当社は、定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については定額法）を、ま

た、在外連結子会社は定額法を採用して

おります。 

  （追加情報） 

 当社の機械装置の耐用年数について

は、当連結会計年度より、法人税法の改

正を契機として、その使用状況に基づき

年数の見直しを行い、一部の資産につい

て耐用年数を変更しております。 

 なお、この変更による当連結会計年度

の損益に与える影響は軽微であります。

  

  ロ 無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法を採用しております。なお、自

社利用のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づい

ております。 

ロ 無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  ハ リース資産 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しております。

  なお、リース取引開始日が平成21年２

月28日以前の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

ハ リース資産 

同左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

(3）重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備えるため、

当社は一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。また在外

連結子会社は主として特定の債権につい

て回収不能見込額を計上しております。

イ 貸倒引当金 

同左 

  ロ 売上値引引当金 

 顧客に対して発行された値引クーポン

（金券）が、将来使用される際の売上値

引に備えるため、値引クーポン期末既発

行残高及び予想使用率に基づいて算出し

た金額を計上しております。 

ロ 売上値引引当金 

同左 

  ハ 返品調整引当金 

 当連結会計年度末日後の返品損失に備

えるため過去の返品率等に基づき、返品

損失見込額を計上しております。 

ハ 返品調整引当金 

同左 

  ニ 販売促進引当金 

 顧客の購入金額に応じて発行されたフ

ェリシモ・ポイントが将来引換えられる

際の景品費用支出に備えるため、フェリ

シモ・ポイント期末既発行残高及び予想

引換率等に基づいて算出した金額を計上

しております。 

ニ 販売促進引当金 

同左 

  

ホ 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、支

給見込額の当連結会計年度負担額を計上

しております。 

ホ 賞与引当金 

同左 

  ヘ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しております。 

 なお、数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から費用処理する

こととしております。 

ヘ 退職給付引当金 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

（会計処理の変更） 

 当連結会計年度より「「退職給付に

係る会計基準」の一部改正（その

３）」（企業会計基準第19号 平成20

年７月31日）を適用しております。 

 なお、これによる営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益に与え

る影響はありません。  
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項目 
前連結会計年度

（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

(4）重要なヘッジ会計の方

法 

イ ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。 

イ ヘッジ会計の方法 

同左 

  ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段……為替予約 ヘッジ手段……同左 

  ヘッジ対象……外貨建予定取引 ヘッジ対象……同左 

  ハ ヘッジ方針 

 外貨建予定取引の為替変動リスクを回

避する目的で、為替予約取引により管理

しております。 

ハ ヘッジ方針 

同左 

  ニ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要

な条件が同一であり、かつ、ヘッジ開始

時及びその後も継続して、為替変動又は

キャッシュ・フロー変動を完全に相殺す

るものと想定することができるため、ヘ

ッジ有効性の判定は省略しております。

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(5）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜

方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

同左 

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

(1）「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理

に関する当面の取扱い」の適用 

当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における

在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務

対応報告第18号 平成18年５月17日）を適用しており

ます。 

 なお、この適用による影響はありません。 

────── 

(2）「リース取引に関する会計基準」等の適用 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、当連結会計年度より「リース取

引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５

年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３

月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年

１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、

平成19年３月30日改正））を適用し、通常の売買取引

に係る会計処理によっております。 

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を

適用しております。 

この変更による影響はありません。 

────── 
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表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

（連結貸借対照表） 

１．「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内

閣府令第50号）が適用されたことに伴い、前連結会計年

度において、「たな卸資産」として掲記されていたもの

は、当連結会計年度から「商品」「貯蔵品」に区分掲記

しております。 

なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる

「商品」「貯蔵品」は、それぞれ5,355百万円、289百万

円であります。 

２．前連結会計年度において、無形固定資産に含めて表示

しておりました「ソフトウエア」は、当連結会計年度に

おいて、資産の総額の100分の５を超えたため区分掲記

いたしました。 

なお、前連結会計年度の「ソフトウエア」は1,948百

万円であります。 

３．前連結会計年度において、「景品引当金」として掲記

されていたものは、ＥＤＩＮＥＴへのＸＢＲＬ導入に伴

い連結財務諸表の比較可能性を向上するため、当連結会

計年度より「販売促進引当金」として掲記しておりま

す。 

────── 

  

（連結損益計算書） 

１．「信託受益権運用益」は、前連結会計年度まで営業外

収益の「その他」に含めて表示しておりましたが、営業

外収益の総額の100分の10を超えたため区分掲記してお

ります。 

 なお、前連結会計年度における「信託受益権運用益」

の金額は14百万円であります。 

２．前連結会計年度において区分掲記しておりました「自

己株式取得費用」は当連結会計年度において、金額的重

要性が乏しくなったため、営業外費用の「その他」に含

めております。 

 なお、当連結会計年度の「自己株式取得費用」の金額

は０百万円であります。 

３．前連結会計年度において、「損失補填収入」として掲

記されていたものは、ＥＤＩＮＥＴへのＸＢＲＬ導入に

伴い連結財務諸表の比較可能性を向上するため、当連結

会計年度より「受取補償金」として掲記しております。

────── 
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前連結会計年度 
（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

１．財務活動によるキャッシュ・フローの「株式の発行に

よる収入」は、当連結会計年度において、金額的重要性

が乏しくなったため「その他」に含めております。 

なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「株式の発行による収入」は０百万円であります。 

２．前連結会計年度において、営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「景品引当金の増減額」として掲記されて

いたものは、ＥＤＩＮＥＴへのＸＢＲＬ導入に伴い連結

財務諸表の比較可能性を向上するため、当連結会計年度

より「販売促進引当金の増減額」として掲記しておりま

す。 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

１．財務活動によるキャッシュ・フローの「自己株式の取

得による支出」は、当連結会計年度において、金額的重

要性が乏しくなったため「その他」に含めております。

なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「自己株式の取得による支出」は０百万円であります。

２．       ────── 

  

注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成22年２月28日） 

当連結会計年度 
（平成23年２月28日） 

 １．当座貸越契約 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行１行と当座貸越契約を締結しております。 

 この契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残

高は次のとおりであります。 

 １．当座貸越契約 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行１行と当座貸越契約を締結しております。 

 この契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残

高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額 百万円1,000

借入実行残高  －

差引額  1,000

当座貸越極度額 百万円1,000

借入実行残高  －

差引額  1,000

※２．連結会計年度末日満期手形及び支払信託     

連結会計年度末日満期手形及び支払信託の会計処理

については、当連結会計年度の末日が金融機関の休日

でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理し

ております。当連結会計年度末日満期手形及び支払信

託の金額は、次のとおりであります。 

 ２．       ────── 

支払手形 百万円106

支払信託  2,459
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前連結会計年度（自平成21年３月１日 至平成22年２月28日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注)１．普通株式の発行済株式総数の増加０千株は、新株予約権(ストック・オプション)の権利行使による増加500株

であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加79株であります。 

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

※１．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切り下げ後

の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。 

※１．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切り下げ後

の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。 

  百万円217   百万円211

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

広告費 百万円7,599

運送費  3,072

販売促進引当金繰入額  331

貸倒引当金繰入額  58

役員報酬  238

給与手当  4,234

賞与引当金繰入額  144

退職給付費用  124

減価償却費  1,243

広告費 百万円6,736

運送費  3,090

販売促進引当金繰入額  193

貸倒引当金繰入額  69

役員報酬  225

給与手当  4,194

賞与引当金繰入額  145

退職給付費用  151

減価償却費  1,541

※３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物及び構築物 百万円0

機械装置及び運搬具  0

工具、器具及び備品  28

ソフトウエア  100

無形固定資産（その他）  0

計  130

機械装置及び運搬具 百万円0

工具、器具及び備品  2

ソフトウエア  19

無形固定資産（その他）  0

計  22

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式 (注)１  10,043  0  －  10,043

合計  10,043  0  －  10,043

自己株式         

普通株式 (注)２  180  0  －  180

合計  180  0  －  180
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２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

(注) 上表の新株予約権は、権利行使可能なものであります。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

当連結会計年度（自平成22年３月１日 至平成23年２月28日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加127株であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

(注) 平成16年新株予約権の減少は、権利行使期間満了に伴う新株予約権の失効によるものであります。 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株）  
当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結会計
年度末 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社

（親会社） 
平成16年新株予約権 普通株式  200  －  －  200  6

合計 －  200  －  －  200  6

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成21年５月27日 

定時株主総会 
普通株式  295  30 平成21年２月28日 平成21年５月28日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成22年５月26日 

定時株主総会 
普通株式  295 利益剰余金  30 平成22年２月28日 平成22年５月27日

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式  10,043  －  －  10,043

合計  10,043  －  －  10,043

自己株式         

普通株式 (注)  180  0  －  180

合計  180  0  －  180

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株）  
当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結会計
年度末 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社

（親会社） 
平成16年新株予約権 普通株式  200  －  200  －  －

合計 －  200  －  200  －  －
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３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成22年５月26日 

定時株主総会 
普通株式  295  30 平成22年２月28日 平成22年５月27日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成23年５月25日 

定時株主総会 
普通株式  295 利益剰余金  30 平成23年２月28日 平成23年５月26日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

※．  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年２月28日現在） 

※．  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成23年２月28日現在） 

  （百万円）

現金及び預金勘定  11,271

有価証券勘定  2,401

信託受益権勘定  2,080

償還期間が３ヵ月を超える

債券 
 △1,502

現金及び現金同等物  14,251

  （百万円）

現金及び預金勘定  11,884

信託受益権勘定  2,244

預入期間が３ヵ月を超える

定期預金 
 △555

現金及び現金同等物  13,574
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前連結会計年度（自平成21年３月１日 至平成22年２月28日）及び当連結会計年度（自平成22年３月１日 至

平成23年２月28日） 

 当社グループは、服飾・服飾雑貨及び生活関連商品を中心とした通信販売事業を単一で行っているため、事

業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自平成21年３月１日 至平成22年２月28日）及び当連結会計年度（自平成22年３月１日 至

平成23年２月28日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自平成21年３月１日 至平成22年２月28日）及び当連結会計年度（自平成22年３月１日 至

平成23年２月28日） 

 海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高
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 （注）算定上の基礎 

    １．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

    ２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。 

 リース取引、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、ストック・オプション等、税効果会計、賃貸等不

動産、関連当事者との取引に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるた

め開示を省略しております。 

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

１株当たり純資産額 円2,612.43

１株当たり当期純利益金額 円88.41

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額 

円88.36

１株当たり純資産額 円2,621.76

１株当たり当期純利益金額 円52.76

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、希薄化効果を有している潜在株式が在在し

ないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度末
(平成22年２月28日) 

当連結会計年度末
(平成23年２月28日) 

純資産の部の合計額（百万円）  25,773  25,858

純資産の部の合計額から控除する金額 (百万

円） 
 6  －

（うち新株予約権）  (6) (－)  

普通株式に係る期末の純資産額（百万円）  25,767  25,858

普通株式の発行済株式数（千株）  10,043  10,043

普通株式の自己株式数（千株）  180  180

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数（千株） 
 9,863  9,863

  
前連結会計年度

（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

１株当たり当期純利益金額            

当期純利益（百万円）  871  520

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  871  520

期中平均株式数（千株）  9,863  9,863

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額            

当期純利益調整額（百万円）  －  －

普通株式増加数（千株）  5  －

（うち新株予約権）  (5) (－) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

平成17年５月31日定時株主総会

決議のストックオプション（新

株予約権方式） 

普通株式       84千株

平成17年５月31日定時株主総会

決議のストックオプション（新

株予約権方式） 

普通株式       83千株

（重要な後発事象）

前連結会計年度 
（自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 

（開示の省略）
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年２月28日) 

当事業年度 
(平成23年２月28日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 10,680 11,114

売掛金 5,255 4,776

有価証券 2,401 1,605

信託受益権 2,080 2,244

商品 4,493 4,602

貯蔵品 187 212

前渡金 15 13

前払費用 155 185

繰延税金資産 613 597

未収消費税等 36 －

その他 208 367

貸倒引当金 △65 △69

流動資産合計 26,063 25,649

固定資産   

有形固定資産   

建物 4,715 4,628

減価償却累計額 △2,520 △2,654

建物（純額） 2,194 1,974

構築物 236 236

減価償却累計額 △191 △197

構築物（純額） 44 38

機械及び装置 2,919 2,926

減価償却累計額 △2,515 △2,590

機械及び装置（純額） 404 336

車両運搬具 46 43

減価償却累計額 △44 △42

車両運搬具（純額） 1 0

工具、器具及び備品 1,244 1,253

減価償却累計額 △459 △790

工具、器具及び備品（純額） 785 462

土地 3,984 3,984

リース資産 － 36

減価償却累計額 － △0

リース資産（純額） － 35

建設仮勘定 17 42

有形固定資産合計 7,432 6,875

無形固定資産   

特許権 2 1

商標権 3 2
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年２月28日) 

当事業年度 
(平成23年２月28日) 

意匠権 0 0

ソフトウエア 2,724 2,309

ソフトウエア仮勘定 801 2,032

その他 4 4

無形固定資産合計 3,537 4,351

投資その他の資産   

投資有価証券 3,155 2,332

関係会社株式 1,418 1,501

関係会社出資金 319 466

長期前払費用 0 14

繰延税金資産 968 1,024

その他 444 490

貸倒引当金 △260 △213

投資その他の資産合計 6,046 5,616

固定資産合計 17,017 16,843

資産合計 43,081 42,492

負債の部   

流動負債   

支払手形 312 279

支払信託 9,230 8,494

買掛金 1,783 1,754

リース債務 － 4

未払金 2,056 1,651

未払費用 144 136

未払法人税等 236 370

未払消費税等 － 24

前受金 52 49

預り金 185 186

売上値引引当金 34 46

返品調整引当金 185 181

販売促進引当金 363 333

賞与引当金 144 145

その他 17 17

流動負債合計 14,748 13,677

固定負債   

リース債務 － 32

退職給付引当金 1,953 2,091

その他 314 314

固定負債合計 2,267 2,438

負債合計 17,016 16,116
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年２月28日) 

当事業年度 
(平成23年２月28日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,868 1,868

資本剰余金   

資本準備金 4,842 4,842

資本剰余金合計 4,842 4,842

利益剰余金   

利益準備金 24 24

その他利益剰余金   

別途積立金 10,660 10,660

繰越利益剰余金 9,040 9,368

利益剰余金合計 19,725 20,053

自己株式 △385 △385

株主資本合計 26,050 26,379

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 12 2

繰延ヘッジ損益 △4 △4

評価・換算差額等合計 7 △2

新株予約権 6 －

純資産合計 26,064 26,376

負債純資産合計 43,081 42,492
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（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

売上高 48,731 45,474

売上原価   

商品期首たな卸高 5,051 4,493

当期商品仕入高 22,621 21,635

合計 27,672 26,129

商品期末たな卸高 4,493 4,602

商品売上原価 23,179 21,526

売上総利益 25,552 23,947

返品調整引当金戻入額 183 185

返品調整引当金繰入額 185 181

差引売上総利益 25,550 23,951

販売費及び一般管理費 23,766 23,040

営業利益 1,783 910

営業外収益   

受取利息 19 10

有価証券利息 38 23

受取補償金 30 53

預り金精算益 9 15

信託受益権運用益 17 19

その他 46 59

営業外収益合計 162 182

営業外費用   

支払利息 0 0

為替差損 74 57

その他 3 0

営業外費用合計 78 58

経常利益 1,867 1,035

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 46

特別利益合計 － 46

特別損失   

固定資産除却損 124 20

貸倒引当金繰入額 52 －

関係会社出資金評価損 34 －

たな卸資産評価損 271 －

特別損失合計 482 20

税引前当期純利益 1,385 1,061

法人税、住民税及び事業税 586 470

法人税等調整額 △62 △32

法人税等合計 523 437

当期純利益 861 624
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,868 1,868

当期変動額   

新株の発行 0 －

当期変動額合計 0 －

当期末残高 1,868 1,868

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 4,842 4,842

当期変動額   

新株の発行 0 －

当期変動額合計 0 －

当期末残高 4,842 4,842

資本剰余金合計   

前期末残高 4,842 4,842

当期変動額   

新株の発行 0 －

当期変動額合計 0 －

当期末残高 4,842 4,842

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 24 24

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 24 24

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 10,660 10,660

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 10,660 10,660

繰越利益剰余金   

前期末残高 8,475 9,040

当期変動額   

剰余金の配当 △295 △295

当期純利益 861 624

当期変動額合計 565 328

当期末残高 9,040 9,368
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

利益剰余金合計   

前期末残高 19,159 19,725

当期変動額   

剰余金の配当 △295 △295

当期純利益 861 624

当期変動額合計 565 328

当期末残高 19,725 20,053

自己株式   

前期末残高 △385 △385

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △385 △385

株主資本合計   

前期末残高 25,485 26,050

当期変動額   

新株の発行 0 －

剰余金の配当 △295 △295

当期純利益 861 624

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 565 328

当期末残高 26,050 26,379

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 10 12

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2 △10

当期変動額合計 2 △10

当期末残高 12 2

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △10 △4

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 5 0

当期変動額合計 5 0

当期末残高 △4 △4

評価・換算差額等合計   

前期末残高 0 7

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 7 △10

当期変動額合計 7 △10
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

当期末残高 7 △2

新株予約権   

前期末残高 6 6

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － △6

当期変動額合計 － △6

当期末残高 6 －

純資産合計   

前期末残高 25,491 26,064

当期変動額   

新株の発行 0 －

剰余金の配当 △295 △295

当期純利益 861 624

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 7 △16

当期変動額合計 573 311

当期末残高 26,064 26,376
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 該当事項はありません。 

継続企業の前提に関する注記
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(1）役員の異動 

記載が可能になり次第、開示いたします。 

なお、開示の時期は平成23年４月下旬を予定しております。 

(2）仕入及び販売の状況 

① 商品仕入実績 

    (注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

② 販売実績 

    (注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

６．その他

品 目 

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日) 

金額 (百万円) 構成比 (%) 金額 (百万円) 構成比 (%)

服飾・服飾雑貨  16,009  70.8  14,901  68.8

生活関連  5,883  26.0  6,083  28.1

その他  720  3.2  685  3.1

合計  22,613  100.0  21,670  100.0

品 目 

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日 
至 平成22年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日) 

金額 (百万円) 構成比 (%) 金額 (百万円) 構成比 (%)

服飾・服飾雑貨  35,624  72.8  32,275  70.6

生活関連  12,205  24.9  12,435  27.2

その他  1,115  2.3  983  2.2

合計  48,946  100.0  45,694  100.0
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